
り の予算
一般会計111億2,000万円

町民１人当たり

612，942円

　

新
年
度
の
予
算
編
成
に
当
た
っ
て

は
、
地
方
の
厳
し
い
経
済
情
勢
や
雇

用
情
勢
の
も
と
、
国
の
地
方
財
政
対

策
を
踏
ま
え
、
こ
れ
ま
で
の
財
政
健

全
化
路
線
を
堅
持
し
つ
つ
、
町
総
合

計
画
の
着
実
な
実
現
に
向
け
そ
の
具

体
化
を
図
っ
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。

 

特
に
、
平
成
25

年
度
に
工
事
着
手

し
ま
し
た
総
合
病
院
本
館
棟
の
改
築

費
が
本
格
化
し
、
事
業
費
と
し
て
30

億
2
，
4
1
0
万
円
を
予
算
措
置
し

た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
結
果
、
一
般
会
計
、
特
別
会

計
お
よ
び
企
業
会
計
を
含
め
た
予
算

総
額
は
2
8
5
億
1
，
4
4
6
万
4

千
円
と
な
り
、
前
年
度
当
初
予
算
額

と
対
比
し
、
32

億
8
8
5
万
8
千
円

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

予
算
編
成
の
概
要

一般会計歳入

町税
16億9，989万円
（１5.3％）

地方交付税
57億2，450万円（51．5％）

分担金及び負担金
8,200万円（０．8％）

使用料及び手数料
２億3，938万円（２．2％）

財産収入
4,241万円（０．4％）

繰越金
１，０００万円（０．１％）

諸収入
５億7,860万円
（5．2％）

国庫支出金
5億7,028万円
（5.1％）

道支出金
5億5,388万円
（5.0％）

町債
9億2，680万円
（8．3％）

その他収入
４億7,940円（4．2％）

繰入金
2億1,286万円
（1.9％）

依存財源合計
82億5,486万円
（74.1％）

自主財源合計
28億6,514万円
（２5.9％）

一般会計歳出
予備費
６００万円（０．1％）

議会費
7，549万円（０．7％）

総務費
7億7,303万円（6．9％）

衛生費
１8億9,911万円
（１7．１％）

労働費
5，814万円（０．5％）

農林水産業費
４億6,497万円（4.2％）

商工費
5億3,211万円（4.8％）

消防費
１億5,879万円（１．4％）

教育費
7億5,373万円（6.8％）

災害復旧費
2,083万円
（０．2％）

公債費
14億2,158万円
（１2.7％）

諸支出金
１，812万円
（０．2％）

職員費
18億5,748万円
（１6.7％）

民生費
19億528万円
（１7.1％）

土木費
１1億7,534万円（１0．6％）

■一般会計

　町の会計の中心になるのが、一

般会計です。行政運営の基本的な

経費のすべてを計上したもので、

町行政の目的を達成するために

必要な経費を経理する会計です。

行政サービスのほとんどが、一般

会計でまかなわれています。

■特別会計

　特別会計は、町が特定の事業を

行う場合や特定の収入を特定の

支出に充て一般の歳入と区分し

て経理する必要がある場合など、

一般会計とわけて設置される会

計のことです。

■企業会計

　企業会計は、独立採算性を原則

とする企業的色彩の強い事業を

行う場合に設置される会計で、公

共の福祉を目的とするとともに

企業の経済性も求められます。

歳入総額
111億

2，000万円
（100％）

歳出総額
111億

2，000万円
（100％）
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